
独立行政法人日本学生支援機構理事長　殿

　休職者氏名

　生年月日（西暦）

　所属・職名

　休職理由

　年　　月分　  円 　年　　月分　  円

　年　　月分　  円 　年　　月分　  円

　年　　月分　  円 　年　　月分　  円

　年　　月分　  円 　年　　月分　  円

　年　　月分　  円 　年　　月分　  円

　年　　月分　  円 賞与　　年　月支払い　  円

　年　　月分　  円 賞与　　年　月支払い　  円

　給与の支給月 □ 当月支給 □ 翌月支給

※休職中の給与及び賞与について、支給がない月は「０円」とご記入ください。
※給与及び賞与は控除前（通勤手当を除く）の金額をご記入ください。

　上記のとおりであることを証明します。

＜証明日＞　

年　 　月　 　日　

＜証明者＞

【所在地】

【名称】

【電話番号】

【代表者名】　

＜家計急変（任意様式）20220314＞

※記載内容について、日本学生支援機構から勤務先へ確認させていただく場合があります。

休職証明書（家計急変採用提出用）

　年　 　月　 　日

　休職開始日　 　年　 　月　 　日

 休職終了日　 　年　 　月　 　日

※休職終了日が確定していない場合は、「予定の終了日」又は「未定で終了予定日が
記載できない」と余白にご記入ください。

　休職期間

　休職中の給与
　及び賞与

勤務先記入



独立行政法人日本学生支援機構理事長　殿

　休職者氏名

　生年月日（西暦）

　所属・職名

　休職理由

　　　年　　月分　　　　　      円 　　　年　　月分　　　　　      円

　　　年　　月分　　　　　      円 　　　年　　月分　　　　　      円

　　　年　　月分　　　　　      円 　　　年　　月分　　　　　      円

　　　年　　月分　　　　　      円 　　　年　　月分　　　　　      円

　　　年　　月分　　　　　      円 　　　年　　月分　　　　　      円

　　　年　　月分　　　　　      円 賞与　　年　月支払い　　　      円

　　　年　　月分　　　　　      円 賞与　　年　月支払い　　　      円

　給与の支給月 　□　当月支給 　□　翌月支給

※休職中の給与及び賞与について、支給がない月は「０円」とご記入ください。
※給与及び賞与は控除前（通勤手当を除く）の金額をご記入ください。

　　　　　上記のとおりであることを証明します。

＜証明日＞　　　　　　

年　　　月　　　日　　

＜証明者＞

【所在地】

【名称】

【電話番号】

【代表者名】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

＜家計急変（任意様式）20220314＞

　休職中の給与
　及び賞与

※記載内容について、日本学生支援機構から勤務先へ確認させていただく場合があります。

休職証明書（家計急変採用提出用）

　                    　年　　　　　月　　　　　日

　休職期間

 　休職開始日　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

　 休職終了日　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

※休職終了日が確定していない場合は、「予定の終了日」又は「未定で終了予定日が
   記載できない」と余白にご記入ください。

勤務先記入記 入 例

（例）私病のため、怪我のため、●●（具体的な病名）のため 等

✔

記載が必要な期間

・申請時：休職開始
日の属する月～申請
月前月分まで

・支援区分見直し
時：支援区分見直し
スケジュールに沿っ
た期間

（例）「４月分」の給与が５月に

支給される場合は、「翌月支給」

にチェックを付けてください。

支給月を基準に審査
を行います。



（様式） 事故又は病気により離職し半年以上就労が困難な場合の申告書 

申

込

者

情

報 

所属する 

学校名 

申込者 

氏名 

カナ（姓） カナ（名）

漢字（姓） 漢字（名） 

生年月日（和暦） 昭和 ・ 平成   年  月 日 生 

生

計

維

持

者

情

報 

事由が生じ

た生計維持

者の氏名 

カナ（姓） カナ（名）

漢字（姓） 漢字（名） 

申込者との続柄 □ 父 □ 母 □ 祖父 □ 祖母 □ 申請者本人 □ その他（ ） 

生年月日（和暦） 昭和 ・ 平成   年  月 日 生 

事

故

・

病

気

に

よ

る

就

労

困

難

の

状

況 

事故又は病気の発生日 令和 年 月 日 

事由発生前

の就労状況 

就労の状況 □ 被雇用者 □ 事業主 □ その他（  ） 

雇用保険 □ 加入しており受給資格があった □ 加入していなかった・受給資格がなかった

医師の 

診断書 

発行日 令和 年 月 日 

就労困難で 

ある期間 

 年 か月

※期間が６か月以上であり、かつ申出が就労困難である期間内でなければ認められません。

添付する 

証明書 

■この事由に該当する生計維持者が必ず提出するもの

・６か月以上就労困難であることが明記された医師の診断書

■この事由に該当する生計維持者の状況に応じて、下記の事情書に記入してください。

※事由発生後、この申出までに収入等を得ている場合には、その書類も必要です。

事情書 

【事由発生直前から申出時点までの就労の状況を詳しく記入すること】

本事由による 

申出に関する 

誓約 

独立行政法人日本学生支援機構 理事長 殿 

１．私（申込者）は、独立行政法人日本学生支援機構に関する省令（平成16年文部科学省令第23号）第

40条第１項第２号に基づき、私の生計を維持する者が事故又は病気によって就労困難になったために

家計収入の減少が見込まれ、私の就学に必要な費用を賄うことが極めて困難となることを申し出ま

す。 

２．私は、上記の事由が発生してから本申出までの間、並びに私が奨学生としての身分を有する間の３

か月毎に、その期間に私の生計を維持する者に生じた全ての課税されうる収入および所得を、機構の

定める方法により申告します。ただし、その期間に課税されうる収入または所得が生じていない場合

には、その旨を、機構の定める方法により申告します。 

令和 年 月 日       申込者本人の署名 

※１ 期限までに機構の求めに応じた収入等の証明書を提出しない場合は、奨学金の支給が止められる場合があります。

※２ 偽りその他不正の手段により申込み等を行い、それによって給付奨学金の支給を受けたときは、支給を受けた額に

最大140/100を乗じた金額が、国税徴収の例により徴収されます。

（23.04）



日本学生支援機構理事長　殿

　以下の事情により、雇用保険受給資格者証を提出できないため、事情書を提出します。

　所属する学校名

　生年月日（西暦）

　受給資格決定日： 　年　 　月　 　日

　雇用保険受給者初回説明会： 　年　 　月　 　日

＜記入日＞　

年　 　月　 　日　

(22.04）

　雇用保険受給資
　格者証を提出で
　きない事情

※いずれかに✔を
　付け、事情を詳細
　に記入してくださ
　い。

□雇用保険受給資格者証の発行ができません

※３　偽りその他不正の手段により申込み等を行い、それによって給付奨学金の支給を受けたときは、
　支給を受けた額に最大140/100を乗じた金額が、国税徴収の例により徴収されます。

雇用保険受給資格者証を提出できない場合の事情書

　年　 　月　 　日

（詳細）
　現在、雇用保険の手続き中であり、雇用保険受給資格者証発行前のため、
本事情書と雇用保険被保険者離職票のコピーを提出します。
　なお、雇用保険受給資格者証は、雇用保険受給者初回説明会で発行される
見込みです。追って、日本学生支援機構より雇用保険受給資格者証の提出を
求められた場合は、速やかに提出します。

□雇用保険の手続き中です

（詳細）特殊な事情により雇用保険受給資格者証がハローワークより発行されない場合、
その事情を詳細に記入してください。未記入や、特殊事情がない場合（手続きをしていない
等）は認められません。

　申込者氏名（自署）

（カナ）

　離職者氏名

※２　「受給資格決定日」とは、ハローワークで離職票の提出と求職の申込みを行った日です。

※１　申請時において、再就職、起業等により失職事由が解消している場合は、家計急変採用の支援対象
　とはなりません。

（カナ）





（22.04） 

【様式】 新型コロナウイルス感染症の影響を事由とした家計急変における、公的支援の証明書を

提出できない場合の申告書 

申

込

者

情

報 

所属する 

学校名 

申込者 

氏名 

カナ

（姓） 
カナ（名）

漢字

（姓） 
漢字（名） 

生年月日（和暦） 昭和 ・ 平成   年  月 日 生 

生

計

維

持

者

情

報 

事由が生じた 

生計維持者の 

氏名 

カナ

（姓） 
カナ（名）

漢字

（姓） 
漢字（名） 

申込者との続柄 □ 父 □ 母 □ 祖父 □ 祖母 □ 申請者本人 □ その他（ ） 

生年月日（和暦） 昭和 ・ 平成   年  月 日 生 

※ 公的支援の証明書に代えてこの申告書を提出する場合は、公的支援の証明書を提出する場合と比べて、

審査に時間を要することがあります。�

事

情

欄 

右欄に、公的支援の証明

書（国・地方公共団体及

びこれに準ずるものと

して考えられる独立行

政法人・特殊法人等が審

査の上、給付・貸与・税

の猶予を実施している

ものの対象者であるこ

とを証明するもの）を提

出できない事情を記入

してください。 



令和  年  月  日 

 

証  明  書 

 

 下記の者については、父母等からの暴力等を理由として保護したことを証明する。 

 

証明対象者氏名 

 

証明対象者生年月日       年  月  日 

 

保護施設への入所年月日     年  月  日 

 

所  在  地 

 

証明機関名称及び代表者氏名 

 

電 話 番 号 

 

 

公的機関が、公的機関以外の民間の保護施設（自立援助ホーム、母子生活支援施設、婦人

保護施設、民間シェルター等）において保護されていることを証明する場合には、以下にそ

の保護施設名を記載すること。 

 

所  在  地（※） 

 

保護施設名称及び代表者氏名（※） 

 

電 話 番 号 

 

※ 所在地及び代表者氏名については、記載することが適当でない場合は、省略すること。 

 

〔注意事項〕 
１ 給付奨学金（家計急変採用）において事由Ｅ（暴力等）の申請対象となるのは、次のいずれかに該当する者で

ある。 

 ① 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第６条の３第１項に規定する児童自立生活 援助又は同法第 31 条の

規定による措置延長を受けることとなった者 

 ② 売春防止法（昭和 31 年法律第 118 号）第 34 条第３項第３号の規定による一時保護 を受けることとなった

者又は同法第 36 条に規定する婦人保護施設に入所することと なった者 

 ③ その他、上記①又は②に準じる者として、公的機関による保護を受けることとなった者（避難先は公的施

設以外の民間シェルター等も含む） 

２ 「証明書欄」は、自治体等の公的機関が記入すること。 

３ この証明書は、父母からの暴力等を理由として保護した者に対して児童相談所及び婦人相談所、障害者虐待

に関する相談・通報窓口、自治体等の公的機関が発行するものであり、独立行政法人日本学生支援機構（以下

「機構」）の奨学金に係る家計急変採用に申請する際、必ず申請者本人（学生等）から所属する学校へ提出する

こと（機構の奨学金に申し込まず、授業料等減免のみ申請する者の場合、所属する学校へ提出すること）。 

４ なお、この証明書は、申請者に対し父母からの暴力等があった事実を証明するものではないことに留意する

こと。 

証明書様式（家計急変採用専用） 

（23.04） 




